第12章　ベトナム

エリック・D・ラムステッター

ベトナムは，2006年12月，世界貿易機関（WTO）への加盟を正式に決定するという重要な出来事を通して，市場経済への移行を確固たるものとした。2007年1月の正式承認により，近年のいくつかの重要な改革，すなわち，1999年の会社法制定や2004～05年の会社法と投資法を統一する取り組みが強化される。その結果，民間企業のビジネスの妨げとなってきた障壁の多くが大幅に排除された。こうした成果にもかかわらず，製造および投資部門における国有企業の割合は依然高い（例えば，2005年の名目GDPの38％，投資支出の52％を占める，Vietnam, General Statistics Office，various years c）。国有企業の割合が大きいのは，部分的には，いわゆる戦略部門と呼ばれる比較的資本集約的な分野に集中しているためである。そして，政府が国有部門をどう処理するかが，今後の政策の焦点となる。一方，就業者数に占める国有部門のシェアはかなり小さい（2005年で10％）。それは，大半のベトナム人が働く農業や多くのサービス業では国有企業がほとんどないからである。

速報値によると，2006年のベトナムはかなり急速な経済成長を維持し，実質GDPで8.2％の伸びを示した（表12.1）。2005年と同様に，成長率は多くの分析機関が予測したものよりも高かった（表1.2）。一貫した高い成長の結果，実質GDPは1995～2006年の間で倍以上になり，1人当たり実質GDPは86％増加している。これは平均生活水準の急速な改善を反映しており，平均所得がまだ低く，人口の相当部分が貧困にあえいでいるベトナムにとっては極めて重要なことである。ベトナムの平等主義は貧困層にとって有益であり，1995年の時点で中国，インドネシア，フィリピンといったより豊かな国々よりも乳児死亡者数が低かった要因の1つとなっている（表3.1，7.1，9.1）。

2006年は2005年に比べて減速してはいるものの，インフレ率は高いままであり，消費者物価指数は7.5％，GDPデフレータは7.3％の上昇を見せた（表12.2）。継続的なインフレ圧力は，政府が2007年も緊縮的なマクロ経済政策を継続する可能性があることを示唆している。そのため，1年前と同様に，多くの分析機関は，経済成長とインフレは共に次の年も下降するが，その幅は大きくないと予想している（表1.2）。1980年代後半のドイモイ政策実施により，非常に高いインフレを経験したベトナムは，その後インフレをほぼコントロールできるようになり，1996年以来インフレ率は1桁台に留まった。これは，ベトナムの生産者と消費者に信頼感を持たせ，貯蓄と投資の大幅増をもたらした要因の1つとなっている。

ベトナムは2005年でも農業が就業者数の57％を占める農業社会である（表12.1）。上述したように，農業は主にベトナムの民間企業によって経営されており，1995～99年に農業部門のGDP（名目あるいは実質）に占める民間の割合は96％以上であった（Nguyen et al.，2002）。高所得への典型的な移行を反映して，就業者数のうち農業の割合は近年著しく減少し，その他の産業（主にサービス業）の割合が急速に伸びている。サービス業の中では，商業のGDPに占める割合が最も大きい。製造業もまた成長に貢献している重要産業の1つである。

ドイモイ政策は，ベトナム経済を国際貿易と資本移動の面で劇的に開放する結果となった。財貨・サービスの輸出と輸入は共に急増し，2005年には各々85％と90％に達した（表12.1）。WTO加盟により，さらなる増加が期待される。急成長している発展途上国でよくあるように，ベトナムの輸入は輸出よりも全体的に成長が速く，1990年代半ばと2003年に大幅な経常収支赤字となっている（表12.2）。しかしながら，1990年代後半と2004～05年にかけて，その赤字は著しく改善された。こうした赤字減少の一部は，経常移転（主に経済援助）の大幅増による。多国籍企業（MNCs）による直接投資も1990年代半ばには非常に盛んであったが（1995～97年でGDPの7～10％），近年では幾分減少している。にもかかわらず，多国籍企業による生産は1995～96年の実質GDPの7％から2004～05年の12％へと着実に増加している。しかし，国有企業と同様に，就業者数における多国籍企業のシェアは，生産におけるシェアよりはるかに小さく，2000～05年で1～2％にすぎない（Vietnam, General Statistics Office，various years c）。多国籍企業は最近では国際貿易で特に大きく貢献しており，2005年には財貨輸出の57％，輸入の37％を占めた。

農業部門の規模の大きさを反映して，農産物の輸出に占める割合は大きいが，減少傾向にある（表12.3）。一方，他の製品の輸出割合は近年著しく増加した（衣類と履物が最大）。鉱物性燃料の輸出も価格上昇を反映し比較的大きな割合を占めている。輸入では機械製品とその他製品（繊維，鉄鋼が最大）が近年で最も大きな割合を占めている。ベトナムの対米輸出は，米越二国間通商協定の締結以来急成長し，2001年の7％から2006年1～11月期の20％へと増加している（表12.4）。ベトナムから米国および他の市場への輸出の一部は，保護主義的政策により制限されていたが，ベトナムがWTO加盟を目指した主要な理由の1つはこの保護主義を弱めるためである。東アジア経済との結びつきもまた強い。日本と中国は2大輸出市場で，日本，中国，韓国，台湾，シンガポールは主要な輸入相手である。日本はまた主要な二国間政府援助供与国で，現在，両国の間では経済連携協定（EPA）の交渉が始まっている。

ベトナムの対日貿易構造はベトナムの全般的な貿易構造と類似している（表12.5）。日本はベトナムに大量の機械製品を輸出し，ベトナムからの輸入品は農産物，鉱物性燃料，衣類に集中している。また，日本は比較的多くの繊維，鉄鋼をベトナムに輸出している。その他電気機器の双方向貿易も急速に拡大しており，その中心は中間財として使用される様々な部品である。1995年まではベトナムにおける日系企業の従業者数は3,900人にも満たなかったが，東洋経済の最新の推計値によると，その後急速に増加し，2005年には7万3,000人を超えている（表12.6）。経済産業省のデータによると，日系企業による雇用と売上の主力は電気・情報通信機械と輸送機械となっているが，東洋経済のデータは，雇用はもっと分散していることを示唆している。
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